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年度 
特別会計の新設 特別会計の廃止 対前年度 

増△減 
年度末 
特会数 新設数 新 設 会 計 廃止数 廃 止 会 計 名 

３６ ３ 

 ・国民年金 
 ・機械類賦払信用保険 
 ・港湾整備 
 （森林保険） 

１ 

 ・特定港湾施設工事 
 
 
 （森林火災保険） 

＋ ２ ４１ 

３８ １  ・中小企業高度化資金融通 １  ・特定物資納付金処理 ０ ４１ 

３９ ２ 
 ・国立学校 
 ・自動車検査登録 

 
 

＋ ２ ４３ 

４１ ２ 
 ・都市開発資金融通 
 ・地震再保険 

 
 

＋ ２ ４５ 

４２ １ 
 ・石炭対策 
 （漁船再保険及漁業共済保険） 

１ 
 ・中小企業高度化資金融通 
 （漁船再保険） 

０ ４５ 

４３ 
 
 

 
２ 

 ・経済援助資金 
 ・余剰農産物資金融通 

△ ２ ４３ 

４４  
 

（特定国有財産整備） 
１ 

 ・糸価安定 
 （国有財産特殊整理資金） 

△ １ ４２ 

４５ １ 
 ・空港整備 
 （機械類信用保険） 

 
 

 
 （機械類賦払信用保険） 

＋ １ ４３ 

４７ １ 

 ・労働保険 
 
 
 （石炭及び石油対策） 

３ 

 ・労働者災害補償保険 
 ・失業保険 
 ・開拓者資金融通 
 （石炭対策） 

△ ２ ４１ 

４９ １  ・電源開発促進対策   ＋ １ ４２ 
５０   １ ・木船再保険 △ １ ４１ 
５１   １ ・中小漁業融資保証保険 △ １ ４０ 
５２   １ ・貴金属 △ １ ３９ 
５４   １ ・賠償等特殊債務処理 △ １ ３８ 

５５  
石炭並びに石油及び石油代替エ 
ネルギー対策 

 
（石炭及び石油対策） 

 
 ３８ 

５９ １  ・特許 １  ・機械類信用保険 ０ ３８ 

６０ １ 
 ・登記 
 （農業経営基盤強化措置） 

１ 
 ・あへん 
 （自作農創設特別措置） 

０ ３８ 

６１   （国営土地改良事業）   （特定土地改良事業）  ３８ 
６２   （貿易保険）   （輸出保険）  ３８ 
２   （簡易生命保険）   （簡易生命保険及び郵便年金）  ３８ 

５  
 石炭並びに石油及びエネルギー 
需給構造高度化対策 

 
 石炭並びに石油及び石油代替エ 

ネルギー対策 
 ３８ 

１３ 
 
 

 
 
 

（財政融資資金） 
（貿易再保険） 

１ 
 ・アルコール専売事業 
 （資金運用部） 
 （貿易保険） 

△ １ ３７ 

１４  
石油及びエネルギー需給構造高 
度化対策 

 （自動車損害賠償保障事業） 
 

 石炭並びに石油及びエネルギー 
需給構造高度化対策 

 （自動車損害賠償責任再保険） 
 ３７ 

１５  

 

５ 

 ・郵政事業  
 ・郵便貯金  
・簡易生命保険 
 ・造幣局 
 ・印刷局 

△ ５ ３２ 

１６  
 
 （国立高度専門医療センター） 

１ 
 ・国立学校 
 （国立病院） 

△ １ ３１ 

１９ ３ 

 ・年金 
 
 ・食料安定供給 
 
 ・エネルギー対策 

６ 

 ・厚生保険 
 ・国民年金 
 ・食糧管理 
 ・農業経営基盤強化措置 
 ・電源開発促進対策 
 ・石油及びエネルギー需給構造高度 
化対策 

△ ３ ２８ 

２０ ３ 

 ・財政投融資 
 
 ・社会資本整備事業 
 
 
 
 
 ・自動車安全 

１０ 

 ・財政融資資金 
 ・産業投資 
 ・道路整備 
 ・治水 
 ・港湾整備 
 ・空港整備 
 ・都市開発資金融通 
 ・自動車損害賠償保障事業 
 ・自動車検査登録 
 ・国営土地改良事業 

 
△ ７ 

 
２１ 

２１   １  ・船員保険 △ １ ２０ 

２２  
 

２ 
 ・特定国有財産整備 
 ・国立高度専門医療センター 

△ ２ １８ 

２３   １  ・登記 △ １ １７ 
２４ １  ・東日本大震災復興   ＋ １ １８ 
２５ １  ・国有林野事業債務管理 １  ・国有林野事業 ０ １８ 

２６  
  
 ３ 

・農業共済再保険 
 ・漁船再保険及び漁業共済保険 
 ・社会資本整備事業 

 
△ ３ 

 
１５ 

２７   １ ・森林保険 △ １ １４ 

２９   １ ・貿易再保険 △ １ １３ 
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４４．．特特別別会会計計歳歳出出のの内内訳訳（（令令和和３３年年度度当当初初予予算算））
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：億円）

区　分 歳出総額
一般会計への

繰入
他会計・他勘

定へ繰入
借換債償還 歳出純計額

債務償還費・
利払費

地方交付税
交付金等

財政融資
資金への繰入

年金・健保
給付金等

歳出純計額から
国債償還費・
社会保障給付

費等を除いた額

対前年度
増減

交付税及び譲与税配付金 518,047 - 319,739 - 198,309 - 198,276 - - 33 △0

地震再保険 1,074 - - - 1,074 - - - - 1,074 △165

国債整理基金 2,467,893 - 1,057 1,471,929 994,906 994,904 - - - 2 1

外国為替資金 10,793 0 5,069 - 5,723 - - - - 5,723 825

財政投融資 726,240 1 269,922 - 456,317 1,742 - 450,000 - 4,575 △ 864

エネルギー対策 140,541 22 129,416 - 11,102 - - - - 11,102 △ 161

労働保険 76,094 3 26,888 - 49,202 - - - 30,654 18,548 5,710

年金 965,123 8 252,260 - 712,855 - - - 702,819 10,036 △ 216

食料安定供給 12,164 107 2,135 - 9,922 - - - - 9,922 △ 222

国有林野事業債務管理 3,616 - 3,616 - - - - - - - -

特許 1,562 3 - - 1,559 - - - - 1,559 △ 87

自動車安全 4,528 285 356 - 3,887 - - - - 3,887 △ 803

東日本大震災復興 9,318 1 1,602 - 7,715 - - - - 7,715 △ 9,308

合　計 4,936,992 430 1,012,060 1,471,929 2,452,572 996,646 198,276 450,000 733,474 74,177 △ 5,290

特別会計

歳出純計額から
国債償還費、
社会保障給付

費等を除いた額

事務費 人件費 事業費 予備費

交付税及び譲与税配付金 33 3 - 4 26

地震再保険 1,074 0 1 1,073 0

国債整理基金 2 -                 - 2 -

外国為替資金 5,723 36 5 2,683 3,000

財政投融資 4,575 36 39 3,799 701

エネルギー対策 11,102 186 98 10,790 28

労働保険 18,548 1,733 892 15,309 615

年金 10,036 198 215 7,518 2,104

食料安定供給 9,922 40 26 8,785 1,071

国有林野事業債務管理 - - - - -                 

特許 1,559 1,032 370 155 2

自動車安全 3,887 179 766 2,937 5

東日本大震災復興 7,715 44 116 6,055 1,500

合　　計 74,177 3,486 2,529 59,109 9,052

（（歳歳出出純純計計額額かからら国国債債償償還還費費、、社社会会保保障障給給付付費費等等をを除除いいたた額額のの内内訳訳））
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６６．．各各特特別別会会計計のの積積立立金金等等のの状状況況（（令令和和２２年年度度決決算算処処理理後後））

（単位：億円、単位未満四捨五入）

積立金 19,764
保険料収入を財源として、将来の巨大地震の発生の際に、被保険者に対する再保険金を支払うた
めに設けられているものである。

国債整理基金 30,050

国債整理基金特別会計は、一般会計において発行された国債を含め、国全体の債務の整理状況を
明らかにすることを目的とした整理区分会計であるとともに、定率繰入れ等の形で一般会計及び
特別会計から資金を繰入れ、普通国債等の償還財源として備える「減債基金」の役割を担ってい
る。

財政融資資金勘定 積立金 11,971
毎会計年度の剰余金が生じた場合、積立金に積み立て、将来生じうる損失に備えることとされて
いる。

投資勘定 投資財源資金 －
投資の財源の一部を補足すべき原資の確保を図るために資金を設置しており、一般会計からの繰
入金及び投資財源資金の運用による利益金をそれに充てることとしている。

電源開発促進勘定
周辺地域整備

資金
－

電源立地の進展に伴って、将来発生する電源立地地域対策交付金その他発電の用に供する施設の
設置及び運転の円滑化に資するための財政上の措置に要する費用を確保するため、資金を設置し
ている。

原子力損害賠償支援勘定
原子力損害賠
償支援資金

583
原子力損害賠償・廃炉等支援機構に交付された国債の償還金及び当該国債の償還に関する諸費の
支出として、国債整理基金特別会計への繰入を円滑に実施するために要する費用を確保すること
としている。

労災勘定 積立金 78,318
収入のうち当該年度の給付に要した分以外は、積立金として保有している。
将来の年金給付の原資であり、いわば責任準備金としての性格を有するものである。

積立金 19,826
雇用失業情勢が悪化した際にも安定的な給付を行うため、好況期に資金を積み立て、不況期にこ
れを財源として使用するものであり、将来の失業等給付費に充てるため、雇用保険制度の安定的
な運営の確保の重要性を勘案して必要な金額を積み立てることとしている。

育児休業給付
資金

1,061
子を養育するために休業した労働者の生活及び雇用の安定を図るために積み立てる資金であり、
将来の育児休業給付費の増大に充てるため、中期的に収支のバランスが取れるよう必要な金額を
組み入れることとしている。

雇用安定資金 －

不況期に雇用安定事業の経費として機動的・集中的に支出しうるため、平常時に将来必要となる
資金を積極的に積み立て、雇用安定事業をその目的に則して円滑に実施しようとするものであ
り、将来の雇用安定事業費に充てるため、雇用失業情勢の変動に応じて雇用安定事業を機動的に
運営するために必要な金額を勘案して組み入れている。

基礎年金勘定 積立金 41,942

国民年金勘定 積立金 75,498

厚生年金勘定 積立金 1,134,126

子ども・子育て支援勘定 積立金 4,341

児童手当交付金、子どものための教育・保育給付交付金並びに子ども・子育て支援交付金及び仕
事・子育て両立支援事業費の財源に充てるために必要な金額を積立金として積み立てることとし
ており、子ども・子育て支援制度の安定的な運営の確保の重要性を勘案して将来の給付等のた
め、一般事業主からの拠出金の一部を積立金として積み立てている。

業務勘定
特別保健福祉

事業資金
0
老人保健制度に係る被用者保険の拠出金負担軽減を図るため、平成元年に設置。平成２０年度よ
り新たな高齢者医療制度が施行されたことに伴い事業を廃止し、平成２１年度において資金を清
算。平成２２年度以降は、過去の事業に係る返還金の受入・精算を行っている。

食糧管理勘定 調整資金 1,234
米麦の売買に必要な自己資金として、利益は調整資金に組み入れ、損失はその損失額を限度とし
て調整資金の減額を行い、食糧管理勘定の運営の健全化に資するため設置している。

農業再保険勘定 積立金 1,889
保険料率は、過去の被害率を基に長期的に収支が均衡するよう制度設計されているが、自然災害
の発生状況により、単年度でみれば剰余や不足が生じることとなる。そこで、将来の再保険金等
の支払の不足に備え、剰余金を積み立てている。

漁船再保険勘定 積立金 57
保険料率は、過去の危険率を基に長期的に収支が均衡するよう制度設計されているが、事故や自
然災害の発生状況により、単年度でみれば剰余や不足が生じることとなる。そこで、将来の再保
険金等の支払の不足に備え、剰余金を積み立てている。

漁業共済保険勘定 積立金 －
保険料率は、過去の危険率を基に長期的に収支が均衡するよう制度設計されているが、事故や自
然災害の発生状況により、単年度でみれば剰余や不足が生じることとなる。そこで、将来の保険
金等の支払の不足に備え、剰余金を積み立てることとしている。

保障勘定 積立金 133
政府再保険制度を廃止した平成13年度以前に締結された再保険契約に基づく再保険金の支払い等
のため積み立てている。

自動車事故対策勘定 積立金 1,594
事故による重度後遺障害者等の被害者救済対策及び事故発生防止対策の実施のため積み立ててい
る。

1,422,388

国債整理基金

特別会計・勘定
積立金等
の名称

令和２年度
決算処理後残高

積立金等の性格

地震再保険

財政投融資

自動車安全

合　計

食料安定供給

エネルギー対策

労働保険

雇用勘定

年金等の将来給付に充てるため、積み立てている。

年金
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